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公益財団法人日本バスケットボール協会  

再審査手続規程 

 

第１章 総則 

 

第１条〔目的〕 

  本規程は、公益財団法人日本バスケットボール協会（以下「本協会」という）の裁定規程

第 20条第６項および規律規程第 31条第５項に基づき、基本規程第 10章による懲罰に対する

再審査の手続きについて定める。 

 

 

第２章 再審査の申立てに対する決定 

 

第２条〔本協会による懲罰に対する再審査の手続き〕 

１ 裁定規程第 20条第２項および規律規程第 31条第２項に定める本協会理事会または事務総

長による懲罰に対する再審査申立てについては、第３章に定める不服審査委員会の調査、審

議および答申を経て、理事会が処分を決定する。 

２ 本協会理事会は、前項の不服審査委員会の答申を十分に尊重し、新たな処分の決定を行う

ものとする。 

 

第３条〔委任された団体による懲罰に対する再審査の手続き〕 

１ 裁定規程第 20条第３項に定める都道府県協会等による懲罰および規律規程第 31条第３項

に定める公式競技会の主催者による懲罰に対する再審査申立てについては、本協会の裁定委

員会または規律委員会の調査、審議および答申を経て、処分を決定する。 

２ 前項の場合において、本協会の裁定委員会または規律委員会は、裁定規程または規律規程

に従い、当該案件の調査および審議を行い、処分案を作成して理事会に答申する。 

３ 本協会理事会は、前項の裁定委員会または規律委員会の答申を十分に尊重し、新たな処分

の決定を行うものとする。 

 

 

第３章 不服審査委員会 

 

第４条〔不服審査委員会の設置〕 

１ 裁定規程第 20 条第２項に定める再審査申立てを受けた本協会会長は、速やかに不服審査

委員会を設置する。 

２ 規律規程第 31 条第２項に定める再審査申立てを受けた本協会事務総長は、直ちにその旨

を会長に報告するものとし、当該報告を受けた会長は、速やかに不服審査委員会を設置する。 

３ 本協会会長または事務総長は、前２項の規定にかかわらず、再審査申立ての内容から、申

立てに理由のないことが明らかな場合には、不服審査委員会を設置せず、当該申立てを却下
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することができる。なおその場合、納付された手数料は返還しない。 

４ 不服審査委員会は、当該申立てに対する本協会理事会の処分に関する決定の時まで存続す

るものとする。 

 

第５条〔組織および委員〕 

１ 不服審査委員会は、３名以上の委員をもって構成する。 

２ 不服審査委員会の委員長および委員は、本協会会長が任命する。 

３ 対象事案に何らかの形で関与したことがある者および当該事案に利害関係を有する者は、

不服審査委員として手続きに関与することができない。 

 

第６条〔不服審査委員会の開催〕 

１ 不服審査委員会は、委員長が招集する。ただし、他の委員が招集することを妨げない。 

２ 不服審査委員会の議長は、委員長がこれにあたる。 

３ 不服審査委員会は、委員の過半数の出席がなければ、会議を開き、また議決することがで

きない。 

４ 不服審査委員会の議事は出席者の過半数をもって決定する。可否同数のときは委員長の決

するところによる。 

 

第７条〔不服審査委員会の手続き〕 

１ 不服審査委員会は、再審査の申立ての対象となった行為につき、当協会の行った処分の当

否を、原審における主張書面、証拠等に基づき審議し（以下「書面審査」という。）、これに

ついての処分意見を記載した処分案を作成して、理事会に答申する。 

２ 前項の規定にかかわらず、不服審査委員会が必要と認めるとき、裁定規程または規律規程

に定める手続により、事情聴取その他の事実の調査を行うことができる。 

３ 前項により事実の調査を行う場合、不服審査委員会は、原則として、申立人に対し、弁明

の機会を付与しなければならない。 

４ 不服審査委員会は、書面審査の開始の日から１か月を目処に、第１項の処分案を作成する

よう努めるものとする。 

 

第７条の２〔原処分を覆すことができる事由〕 

１ 不服審査委員会は、次の各号のいずれかに該当すると認める場合に限り、原処分（本協会

理事会もしくは事務総長の決定または都道府県協会等決定もしくは主催者決定をいう。以下

同じ）を変更する内容の処分案を作成することができる。 

(1) 原処分に係る手続に重大な瑕疵があると認められる場合 

(2) 原処分の理由に重大な不備があると認められる場合 

(3) その他前２号に準ずる事由があると認められる場合 

 

第８条〔改廃〕 

  本規程の改廃は、理事会の議決に基づきこれを行うものとする。 
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第９条〔所管〕 

 本規程の所管は、コンプライアンス推進グループとする。 

 

第１０条〔施行〕 

  本規程は、2018年 12月 25日から施行する。 

2020年 12月 22日一部改定 

2023年 3月 8日一部改定 

2024年 4月 10日一部改定 

2025年 7月 11日一部改定 

2026年 9月 9日一部改定 


